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事例からみた日本企業の対アフリカ投資の特徴 

～ 「支援」から「投資」対象の時代に ～ 
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要約 

・2013 年末時点の日本の対アフリカ投資残高（1 兆 2,726 億円）で過去最

高である。2014 年（1~6 月期）の直接投資額は 851 億円で、前年同期（485

億円のマイナス）と比べると 1,336億円の増加となった（国際収支統計）。 

・日系企業の進出が増えているのは多くのデータから裏付けることができ

る。例えば、JETRO 調査では、日系企業数はアフリカ 55 か国中 24 カ

国に進出し、合計 338 社。5 年前に比べ約 1.5 倍の増加である。 

・最近の進出事例からみた特徴は、①アフリカの有力地場企業を買収する、

②アフリカ・ビジネスに強い外資系企業を買収する、③在欧子会社から

の進出、④広がる中・低所得者を対象にしたビジネス、⑤従来からの資

源分野の拡大、自動車販売の強化に加え、インフラ分野への投資を強化

拡充する、等である。なかでも、グローバル化に欠かせないアフリカ事

業を強化するために M&A を活用する進出が目立つ。 

・アフリカに注目・関心が高まるなかで、日本企業によるアフリカ投資の

拡大が見込まれる。対アフリカ投資は直接投資収益率が高く、高収益が

期待できる有望進出先である。米国、主要欧州諸国、中国等に比べると

日本の投資額は少なく、伸びる余地はある。今後の日本企業のアフリカ

投資は、TICAD 支援・経済協力が主体の時代から民間企業による投資

の時代になるに違いない。 
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１．1 兆円（100 億ドル）を超え

た対アフリカ直接投資残高 

 

日本企業のアフリカ投資が増えて

いる。日本の対外直接投資統計をも

とに対アフリカ投資額をみると、

2012-13 年の投資額は 2 年連続して

マイナス（流入超過）である（注-1）。

ところが、2014 年（1～6 月）は 851

億円で、前年同期（▲485 億円）に

比べ1,336億円の増加となっている。 

一方、直接投資残高でみると、対ア

フリカ直接投資残高は 2013 年末時点

で 1 兆 2,726 億円（120.85 億ドル）と

過去最高である。前年末に比べ 6,776

億円増加の 113.9％増である（ドルベー

スでは 52.11 億ドル増加の 75.8％増）。

対アフリカ投資残高が日本の対外投資

残高に占める割合も過去最高の 1.08％

となった（図-1）。また、アフリカの最

大の投資先である対南アフリカ共和国

の直接投資残高（9,266 億円）は、ベト

ナム（1 兆 1,366 億円）、フィリピン（1

兆 1,329 億円）に近い規模である。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図－１ 日本の対アフリカ対外投資残高の推移 

単位：億円（左目盛）、％（右目盛）

注：「対アフリカ比率（％）」は日本の対外直接投資残高（合計）に占める対

アフリカ諸国投資残高が占める割合を示す 

出所：世界主要国の直接投資統計集（原資料は、日本銀行 直接投資残高統計） 
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2013 年の直接投資統計の投資額

（▲504 億円）と直接投資残高統計

（増分の 6,776 億円）の乖離は、日

本企業による投資であっても、日本

から投資資金を投じているとは限ら

ず、海外子会社等を通じる場合も少

なくないことを示している（注-2）。こ

のため、進出事例をもとにした投資

実態の把握が欠かせない。 

日本企業のアフリカへの進出が増

えていることは各種調査等からも明

らかである。外務省の海外在留者数

調査統計では、56 国・地域数中 42

か国・地域に 584 事業所を把握して

いる（2013 年 10 月時点調査）2008

年調査と比べ進出国・地域数で 22、

事業所数で 127 の増加である（注-3）。 

 

 

 

 

 

 

東洋経済新報社の『海外進出企業

総覧』の掲載企業数をみると、2014

年版では 168 社。5 年前の 2009 年版

の 108 社と比べ、5 年間に 60 社の増

加である（表-2）。 

 

 

 

 

 

 

 

また、JETRO では「アフリカ進出

日系企業実態調査」（参考資料-3）を

2007 年、2012 年、13 年に実施して

いる。その際のアンケート調査対象

企業数をアフリカに進出している日

系企業数と読み替えると、2012 年に

おける日本企業の拠点数はアフリカ

54 カ国中 24 カ国に約 333 社（562

拠点）で、拠点数は過去 5 年間で約

1.5 倍に増えている（表-3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所 外務省『海外在留邦人数調査統計』

表－１ 進出日系企業事業所数 

（外務省） 

調査時点 2008年 2013年 増減

事業所数 457 584 127
進出国・地域数 34 42 8

表－２ 進出日系企業数（『海外

進出企業総覧』） 

出所 東洋経済新報社「海外進出企業

総覧」（各年版） 

2009 2014 増減

アフリカ 108 168 60
南アフリカ（共） 47 68 21

エジプト 9 14 5
ケニア 2 10 8

モロッコ 3 10 7
ナイジェリア 12 14 2

表－３ 日系進出企業数 

（JETRO 調査） 

注 JETROが把握している在アフリ
カ日系企業でアンケート調査対
象企業数 

出所 JETRO「アフリカ進出日系企
業実態調査」 

2007 2012 増減

調査対象企業数 227 333 106
　（進出国数） (26) （24） (-2)

（拠点数） （562）
　北アフリカ 127

　　エジプト 30 65 35
　西アフリカ 31

　　ナイジェリア 16 15 -1
　東アフリカ 59

　　ケニア 24 35 11
　南西アフリカ 118

南アフリカ共和国 72 96 24
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なお、アフリカ開発銀行（AfDB）

アジア代表事務所はアフリカ事業を

営む日本企業数は 418 社であると発

表している（参考資料-4）。 

 

２．進出事例からみた特徴 

 

日本の製造業のアフリカ進出は

1960 年代にさかのぼる。例えばパナ

ソニック（当時は松下電器産業）は

1968 年にタンザニアで乾電池製造

工場（現パナソニック・エナジー・

タンザニア）の操業を開始している。 

近年の日本企業によるアフリカ投

資の事例をもとにすると主な特徴は

次の点である。 

① アフリカの有力地場企業の買収 

② アフリカ・ビジネスに強い外資

系企業の買収 

③ 欧州等にある子会社を通じたア

フリカ事業の拡大 

④ 中・低所得層向けビジネスの強

化 

⑤ 製造業・資源分野の投資拡大 

⑥ インフラ部門への積極的な投資 

    

近年目立つのは M&A を活用し、

買収先の企業が持つアフリカ・ビジ

ネスの基盤を活用する動きである。

グローバル企業を目ざすうえで成長

するアフリカでの事業を軽視するわ

けにはいかない。 

分野では従来からの資源開発分野、

自動車等の販売などに加えて、最近

では増加する中間層を対象にした商

品の製造・販売、農業分野への投資、

小規模ながらも BOP 関連ビジネス

など多彩である。 

 

（1）アフリカの有力地場企業の

買収 

M&A を活用しアフリカに進出す

る第 1 のタイプは、有力地場企業を

買収しアフリカ市場に参入し事業拡

大を図ることである。例えば、関西

ペイントは南アフリカの大手塗料会

社・FreeWorld Coatings に敵対的買収

をした（2011 年、買収額 280 億円）。

買収企業は南アフリカの他にナミビ

アなど周辺3か国の工場で10か国以

上の周辺国に販売する。マラウイ、

スワジランドでは 30％を超えるシ

ェアをもつ。優良子会社として関西

ペイント全体の収益に貢献している。 

日本たばこ産業（「JT」）はあいつ

いでアフリカ諸国で企業買収を行っ
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ている。その背景に JT が買収したガ

ラハー（英国）の存在がある（買収

は 2007 年）。ガラハーは買収当時タ

ンザニアなどに生産・販売拠点を持

ち、対アフリカ・ビジネスのノウハ

ウを持っていた。そのノウハウを生

かしアフリカ事業を拡大している。

スーダンと南スーダンの HCTF

（2011 年）、エジプトの水タバコ会

社・Nakhla（2013 年 3 月）を買収し

た。Nakhla は世界的な水たばこ製造

企業で世界 80 カ国に輸出している。

こうした買収を通じて中東・アフリ

カ市場における地理的な事業基盤を

強固にするだけでなく、長期的には

エジプトの紙巻きたばこ市場におけ

る事業展開の足掛かりにする考えで

ある。 

アフリカ有力企業の中にはアフリ

カや中東地域以外の欧米諸国にも強

い企業もある。そうした企業を買収

した例に NTT がある。NTT は南ア

フリカの情報処理システム企業の

DIMENSION DATA を 買 収 し た

（2010 年）。同社は中東・アフリカ、

アジア、欧米、オーストラリアをバ

ランスよくカバーし、売上高の大半

を欧米・アジア市場で稼ぐグローバ

ル企業である。NTT が同社を買収し

た狙いは、欧米・アジアでの営業力

を強化し、手薄だった欧米市場での

日本企業以外の顧客を獲得すること

が狙いであった。ＮＴＴ持ち株会社

直轄に位置付け、グローバル事業の

中核を占めるサービス子会社として

扱っている。その結果、NTT が受注

した米国テキサス州交通局から受注

した IT アウトソーシングを実施す

るなどの成果が表れている。 

 

（2）アフリカ・ビジネスに強い

外資系企業の買収 

M&A を活用する第 2 のタイプは、

アフリカに強くアフリカに強固なビ

ジネス基盤を持つ外資系企業の買収

である。 

アフリカに強い外資系商社を買収

した例に豊田通商がある。同社はフ

ランス系商社・CFAO 社を買収した

（2012 年、買収額 約 2300 億円）。

CFAO 社がアフリカに進出したのは

1887 年でアフリカ・ビジネスに 120

年以上の実績をもつ。200 人を超え

る駐在員と 1 万人の従業員を擁し、

小規模の個人商店を相手にした医薬

品販売を通じ奥地まで効率的に配送
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する物流システム（体制）を持つの

が強みである。この結果、豊田通商

が持っていた活動拠点をあわせると、

アフリカ全土にネットワークを持つ

商社となった。 

住友ゴムはインド企業である

Apollo Tyres の南アフリカ子会社・

Apollo Tyres South Africa を買収する

ことで合意したと発表した（2013 年

5 月）。買収先企業はインド企業が

Dunlop Tyres International 社（2006 年

当時）を買収し設立したもので、ア

フリカおよびインド洋の計 32 ヶ国

で販売権を持つダンロップ・ブラン

ドを中心に、南アではトップクラス

のシェアと認知度がある。『アフリカ

全土でのダンロップ・ブランドの使

用権を確保し南アに製造拠点を持つ

ことで、アフリカ地域におけるタイ

ヤ販売事業を拡大させグローバル展

開を加速させていく』、『（買収で獲得

した）レディスミス工場を南ア製造

拠点として運営し、2016 年には乗用

車とライトトラック用のタイヤを合

わせ 12,000 本/日の生産能力にする

予定』と説明している（広報資料）。 

他にも三井物産は、買収したシン

ガポール企業・Portek International 

（2011 年買収）を活用し、ガボンな

どの港湾事業を展開する、などがあ

る。 

 

（3）欧州等にある子会社を活用

したアフリカ進出 

アフリカ以外の海外子会社を活用

してアフリカに投資する例も目立つ。

日本企業は伝統的にアフリカ・ビジ

ネスに関わってきたのが欧州の支

店・子会社であったこと等から、欧

州子会社を経由した取り組みが目立

つ。 

例えば、伊藤忠はノルエーの子会

社・Scatec Solar を通じて南アフリカ

で出力 115MW の太陽光発電事業に

進出している。『Scatec Solar は世界

銀行傘下の IFC（International Finance 

Corporation）とアフリカ中部での太

陽光発電事業で提携し、同地域での

事業展開を図っている。アフリカ大

陸の 40％以上の発電量を有する南

アフリカを起点にアフリカ大陸での

太陽光発電事業を推し進めると共に、

その他地域の新興国でも積極的な推

進を検討している』と説明している。 

他にも、北アフリカの物流拠点を

担う日本通運のエジプト現地法人を
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欧州日本通運（ドイツ法人）が設立

（2012 年）、などがある。また、安

川電機は欧州現地法人を通じて保有

する Robotic Systems（南アフリカ）

の出資比率を 24％から 75％に引き

上げている（2012 年）。トヨタ紡織

は欧州統括会社を通じてオーストリ

アの自動車部品メーカー・POLYTEC

社の自動車の内装事業を買収し、南

アフリカ他の製造拠点を取得するな

ど（2011 年）。 

 

（4）広がる中所得者層へのビジ

ネス 

アフリカでの事業に見逃せないの

が貧困層（BOP）ないし低中間層を

消費者ないし生産者とするビジネス

の拡大である。規模が大きい例に住

友化学と AtoZ 社の合弁事業会社

（VHI: Vecor Health International）が

運営する「蚊帳（オリセットネット）

の製造・販売」がある（2003 年 AtoZ

による生産、2008 年 2 月合弁企業に

よる操業開始）。 

この分野では、消費財の販売強化

のために現地法人の設立や、アフリ

カでの生産・販売の力を入れるなど、

アフリカ地域の事業を拡充する積極

的な取り組みが目立っている。なか

でも、食品や日用品等の小売りには

販売単位を最小単位（1 個（袋、本））

にするなど小分けすることで販売拡

大を狙う例が目立っている。 

また、フェアトレード等を通じた

購入や商品開発によるアフリカ産品

の輸入などを中小企業や個人でも参

入している例は少なくなく、拡大を

期待したい分野である。 

国連開発計画（UNDP）・アフリカ

開発銀行・国際協力機構（JICA）は

東京で「BOP・インクルーシブビジ

ネスの最前線― アフリカにおける

イノベーション」と題するセミナー

を開催した（2014 年 6 月）。そこで

は、次の 3 タイプにわけて事業を紹

介している。 

① 「消費財・サービスを販売・提

供している企業」 

例えば、ガーナで乳児用栄養食

品の販売（味の素）。アフリカ各

地で教育サービスの展開（公文）

など。 

② 「アフリカの素材を用いて雇用

を創出している企業」 

例えば、エチオピアで高級バッ

グを生産する Andu avent、ウガ
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ンダでごま油や高級野菜を生産

する（株）坂の途中、（株）山田

製油など。 

③ 「アフリカの課題をビジネスに

て解決しようとしている企業 

例えば、三輪自動車販売のテラ

モータース、小型風力発電のザ

ファーなど。 

 

（5）拡大する製造業・資源関連

分野 

アフリカへの投資は伝統的に

ODA 対象の案件、自動車等の製造・

販売、豊富な地下資源の権益などを

目的にしたものが多かった。この分

野の投資は引き続き多くの事例があ

る。 

投資規模が大きい資源開発分野で

は、三菱商事（三菱商事石油開発：

MCX）がコートジボワール沖での油

田探鉱権を取得し大規模な開発に乗

り出すとの報道があった（日本経済

新聞：2014 年 9 月 11 日付）。米国の

探 鉱 系 独 立 企 業 の Anadarko 

Petroleum Corp.から 20％の権益を得

て 2019 年から原油生産を始める計

画で総事業費は8,000億円と大きい。 

原油・ガスの開発を行なっている

のは三井物産がモザンビークで海洋

ガス田開発、伊藤忠商事のナミビア

など。原油・ガスの開発以外の資源

開発では、住友商事のマダガスカル

でニッケル鉱山開発、伊藤忠商事が

白金族・ニッケル探鉱開発を進めて

いるビールズ社の株式取得、などが

ある。 

 

（6）インフラ部門の事業 

近年目立つのはインフラ部門への

事業である。アフリカでの経済発展

や生活の「質」向上に欠かせないイ

ンフラ部門に総合商社を中心に取り

組んでいる。 

例 え ば 、 三 井 物 産 は Portek 

International 社（前述）を通じ、ガボ

ン、アルジェリアなどで港湾ターミ

ナル、ルワンダでは内陸コンテナ・

ターミナルを運営、管理している。

その設備増強を通じアフリカにおけ

る物流サービスを強化する考えであ

る。 

アフリカでの発電事業では住友商

事がガーナで火力発電事業（2014 年

9 月）。再生エネルギー関連の電力事

業では、住友商事が出資する Dorper 

Wind Farm による 100MW の風力発
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電事業、伊藤忠商事の子会社 Scatec 

Solar による 75MW 太陽光発電事業

（前述）など、南アフリカ共和国で

取り組んでいる。また、双日はナミ

ビアで地元企業等と共同で風力発電

事業に参画している。海水淡水化事

業ではガーナで双日が係るなど、多

くの事例がある。 

 

３．今後の展望～「支援」から「投

資」対象に 

 

2013 年 6 月、アフリカ開発会議

（ TICAD ： Tokyo International 

Conference on African Development）

Ⅴで茂木経済産業大臣（当時）は、

アフリカでの日本企業による現地雇

用者数を現在の推計 20 万人から 5

年間で 40 万人に引き上げるとの方

針を表明した。 

電力や交通などのインフラ整備に

65 億ドル（約 6500 億円）の支援を

実施する、JETRO の在アフリカ事務

所の数を 5 か所から倍増させるなど

の環境整備を進めるなど、日本企業

のアフリカ進出を加速させるための

支援を表明した。 

また、TICAD に先駆けて行われた

「日・アフリカ資源担当相会合」で

は、日本政府は、 

① アフリカで石油や鉱物資源など

を開発する日本企業に対し、5

年間で総額 20 億ドル（約 2060

億円）を拠出 

② 今後5年間で1000人以上の技術

者を育成 

③ 鉱山周辺の環境保全などへの協

力、などを含む「日アフリカ資

源開発促進イニシアチブ」を 

表明した。 

日本にとってアフリカが援助の対

象から、投資や貿易の対等なパート

ナーに変化したことを印象付けた。 

 

アフリカ諸国うちサブサハラ諸国

の対内直接投資をみると、2000 年の

63.7 億ドルであったのが 2005 年に

は 187.85 億ドル、2010 年には 304.5

億ドルと 2000 年以降急増し、2013

年には 417.44 億ドルとなっている。 

出遅れ感のあった日本の対アフリ

カ投資は 2013 年から高い伸びを示

している。日本の投資額は 2013 年の

対アフリカ投資の上位 6 番目にあた

る（Ernst &Young 調査）。今後も増加

傾向が続くと見込まれている。 
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日本の対アフリカ投資は、高い投

資収益率（注-3）が特徴である。

2009~2013 年の地域別投資収益率の

5 年間の平均をみると、アフリカ投

資のそれは 9.29％である。その間の

日本の対外直接投資率は 5.85％だっ

た。対アフリカ投資の投資収益率は

米国（3. 76％）、EU（3.52％）より

高く、アジア（9.18％）を上回る。

国別にみても南アフリカ共和の

14.12％は、インドネシア（12.73％）

他の ASEAN 諸国、中国（9.30％）

より高い。高収益であることから「投

資するに値する地域」として投資が

増えてもよい地域といえる。また、

日本の対アフリカ投資は英国、フラ

ンス、ドイツ、米国等の欧米諸国や

中国に比べると、投資残高、アフリ

カ投資に占める割合は低く、伸びる

余地はある（注-4）。 

アフリカへの投資を拡大する新た

な動きが広がりつつあるのも注目で

ある。BOP ビジネスは「開発支援」

から「アフリカ・日本がともに利益

を共有するビジネス」といえる。さ

らに、ブラジル企業と連携し（ある

いは日本企業のブラジル法人を活用

し）、旧ポルトガル領であったアンゴ

ラ、モザンビークなどへの投資の動

きなど、投資形態はより多様化した

ものになる。農業部門での「日本・

ブラジル・モザンビーク三角協力に

よ る 農 業 開 発 プ ロ グ ラ ム

（ProSAVANA）が知られている。 

前述のジェトロ調査では、アフリ

カへの進出動機（複数回答）として

「市場の将来性」「市場規模」「天然

資源」が上位を占めた。「日本の

ODA」をあげた企業は 24.3％（2007

年）から 15.3％（2012 年）に低下し

ている。一方、「市場の規模」（33.6％

から 42.7％）、「収益性」（13.1％から

21.0％）は高まっている。こうした

ことも、日本企業にとり対アフリカ

投資がより魅力的な時代となってい

ることをうかがわせる。 

それだけに競争が激しくなると見

込まれる。JETRO 調査では既進出企

業の競争相手は日系企業や欧米企業

であるとの意見が上位を占めた。これ

からは進出の増加が見込まれる中間

層や上位貧困層をターゲットとする

分野だから、中国企業等の新興国企業

との競争が激しくなると予想される。
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別表 日本企業による主なアフリカ投資事例 

（本文に関連したものを主に掲載） 

注 販売拠点の設立、事務所開設等は除外。2011 年以降の事例の中から抜粋

し表にまとめている 
出所 各社のニュースリリース資料等をもとに作成 

M&A
日本企業名 現地法人名（国） 時期 概　略

関西ペイント
FreeWORLD Coatings
（南アフリカ共和国）

2011.04 TOBで子会社化。

ASTRA Industries
（ジンバブエ）

2013.07
Astra Industriesはジンバブエの塗料・化学品製造大手

・関西ペイントの子会社（Kansai Pluscon Africa）を通じて買収

　 豊田通商
CFAO
（本社：フランス）

2012.07
(2012.12)

CFAO（セーファーオー）はフランス系商社

・CFAOの株式29.8%を取得。その後TOBで出資比率は88.20％と
なり子会社化
・アフリカおよびフランス海外県を中心に自動車販売事業などを手
がけるだけでなく、自動車販売事業を展開し、医薬品卸や飲料の
OEM生産事業も行っている

住友ゴム
Apollo Tyres South
Africa
（南アフリカ共和国）

2013.05 Apollo Tyres South Africaは、インドに本社があるApollo Tyres の
子会社

NTT
Dimension Data
Holdings PLC(DD)
（南アフリカ共和国）

2010.10

DDは南アフリカ共和国の大手情報処理システム企業。中東・アフ
リカ、アジア、欧米、オーストラリアをバランスよくカバーしグ
ローバル展開している

・買収額　21・2億英ポンド（2860億円）

・NTTが受注した米国テキサス州交通局から受注したIT アウトソー
シングを実施するなど

日本たばこ産
業（JT）

Haggar Cigarette &
Tobacco Factory Ltd.
（HCTF)
（スーダン、南スーダン）

2011.11

スーダンと南スーダンにあるHCTF[2社）の全株式を取得し子会社

化（投資額　約4.5億ドル）

・HCTFは、スーダン・南スーダンで主に紙巻きたばこを製造・販

売し、8割超の市場シェアをもつ。JTは新たな市場を開拓し新興国
でのシェア拡大を目指す

Al Nakhla Tobacco
Company S.A.E.
Al Nakhla Tobacco
Company　– Free Zone
S.A.E
（エジプト）

2013.03

Nakhla2社の全株式を取得（2012.11買収すると発表）
・世界的に大手の水たばこ製品の製造・販売会社たばこ企業
・水たばこが嗜まれている中東及び北アフリカを中心に85 カ国に輸
出している

製造拠点等

本田技研工業
Honda Motorcycle Kenya
Limited
（ケニア）

2013.3 現地法人を設立。2013年9月より二輪車の生産開始

日産自動車
Nissan Motor Company
South Africa
（南アフリカ共和国）

2012.08 2016年までに生産台数を倍増。年間10万台をめざす

（ナイジェリア） 2014.04

新ナイジェリア自動車政策発効後、大手自動車メーカーとして初め
てナイジェリアで自動車生産をラゴス工場で開始
・2013.10　西アフリカのスタリオングループと、ナイジェリアで
車両の共同生産を開始することに合意したと発表

トヨタ自動車
Toyota Motors
Engineering EGYPT
（エジプト）

2012.04 ・豊田通商、現地代理店との合弁企業がSUV車の生産

（南アフリカ共和国） 2011.01 ・部品供給センターを開発。南アフリカ共和国共和国だけでなく。
欧州・アフリカ諸国にも部品供給をめざす

味の素

AJINOMOTO AFRIQUE
DE L’OUEST S.A.）
（コートジボアール）

2013.04
2012.01　現地法人設立

2013年4月のアビジャン工場の操業開始

トヨタ紡織 （南アフリカ共和国） 2011.06
自動車部品メーカー・POLYTEC Holdings（オーストリア企業）か
ら自動車内装部門を欧州子会社（トヨタ紡織ヨーロッパ）を通じて
買収（買収部門が南アフリカ共和国に工場を保有）

安川電機
Robotic Systems
（南アフリカ共和国）

2012.03 欧州地域統括会社を通じて出資比率を24％から75%に引き上げ

ユニチャーム （エジプト） 2012.11
・2010.10　子供用おむつの製造・販売を目的とする現地法人の設
立
2012年　子供用おむつの製造工場の操業開始

住友化学

SUMOTOMO CHEMICAL
EAST AFRICA Ltd
（タンザニア）

2014.5 農業化学品の市場調査と研究・開発を目的にした100%出資の子会
社を設立
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【注】 

1. 最近の日本の対アフリカ投資額（国際収

支ベース）単位 100 万円 

 

 

 

 

 

 

 

2. 日本企業の対アフリカ投資の資金を海

外子会社から調達し投資した場合は、日

本の対外直接投資統計には計上しない。

一方、直接投資残高は企業の決算書のデ

ータを元に進出先以外の海外子会社に

よる投資を含む。 

3. 外務省『海外在留邦人数調査統計』にお

ける事業者数は、①100％出資企業、②

合弁企業、③日本人が渡航し事業を起こ

した企業の合計数。 

4. 直接投資収益率：直接投資収益を該当年

末時点の直接投資残高で割った値（％）

を便宜的に直接投資収益率と呼ぶ。直接

投資収益率は、直接投資残高から得られ

る平均利回りに相当する。 

5. 主要国の対アフリカ投資残高の比較 

（2012 年末時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考文献等】 

1. 本文中の各社の動向および別表は、対象

企業（海外子会社等を含む）の公表資料

（年次報告書、ニュースリリース等）を

参考に記述している。 

2. アフリカ開発銀行（AfDB）アジア代表

事務所：『アフリカビジネスに係る日本

企業リスト』（2014 年 1 月） 

この調査は 2013年10～12月に実施して

いる） 

3. UNDP・AfDB・JICA：「BOP・インクル

ーシブビジネスの最前線― アフリカに

直接投資額
(100万円）

対前年比

増減額

2010 ▲ 316 ▲ 58
2011 378 694
2012 90 ▲ 288
2013 ▲ 504 ▲ 882

　  2014

　（1-6月）
851 1,336

出所 日本銀行「直接投資統計（地域

別）」 

注 ドイツは2011年末時点比率は

投資残高（全体）に占める対ア

フリカ投資残高の割合（％） 

出所 世界主要国の直接投資統計集

（原資料はOECD（中国を除

く）中国商務省） 

対アフリカ
投資残高

100万ドル
比率（％）

倍　率
対日本比

日本 6,873 0.66 1.0
米国 61,381 1.38 8.9
英国 58,910 3.43 8.6
フランス 16,270 1.04 2.4
ドイツ 10,833 0.90 1.6
イタリア 15,844 2.96 2.3
スペイン 6,257 0.98 0.9
ポルトガル 6,845 9.00 1.0
ベルギー 7,191 0.79 1.0
中国 21,730 4.09 3.2
韓国 2,470 1.22 0.4
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おけるイノベーション」セミナー報告資

料 

4. （統計）国際貿易投資研究所： 

『世界主要国の直接投資統計集』 

『ITI 国際直接投資マトリックス』 

5. JETRO『在アフリカ進出日系企業実態調

査』（2012 年版他） 

6. EYGM: “ AFRICA 2014 Executing 

Growth”（EY’s Attractiveness Survey） 

7. 大木博巳『連載：アフリカ消費市場展望』

（国際貿易投資研究所 HP：“フラッシュ

欄”）http://www.iti.or.jp/

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本誌掲載の直接投資の動向に関連した論文等には次のものがあります 

 

 「日本企業による対米直接投資～リーマンショック後の落ち込みから

脱却し拡大～」（本誌 95 号、2014 年） 

 「最近の外資系企業の研究開発拠点投資の特徴」（季刊 94 号、2013

年） 

 「中国企業の対米直接投資の特徴～米国企業の買収と対内直接投資規

制～」（本誌 89 号、2012 年） 

 「中国企業の対外進出における M&A 事情」（本誌 88 号、2012 年）

 「中南米企業の多国籍化を促す M&A」（本誌 86 号、2011 年） 

 「リーマンショック後における日本企業の対米直接投資の特徴」（季刊

84 号、2011 年） 

 「事例からみた韓国企業の対日進出戦略」（季刊 83 号、2011 年） 

 「最近の事例からみた中国系企業の対日進出の特徴」（季刊 82 号、

2010 年） 
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